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③ 大萩地区（小林市）
畑かん営農による農業経営の安定化と
農業法人の参入促進

農道整備を契機とした都市農村
交流の推進

ため池整備による安全・安心な農村づくり

集落営農と多面的機能支払制度の
連携による地域づくり

⑥ 庄手・梶木地区（日向市）⑤ 五ヶ瀬地区（五ヶ瀬町）
ご　か　せ しょうで　  かじき

おおはぎ

① 中津留地区（日南市）
農地集積・汎用化による耕地利用率の向上

な か つ る

まごしうえ　した

④ 馬越上・下地区（宮崎市）

基盤整備・汎用化による新規作物の
導入と農商工連携

やなぜ

② 柳瀬地区（新富町）
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取
組
前

取
組
内
容

ほ場は不整形で狭く、ハウスも点
在するなど農作業の効率が悪い状
況
農道は幅員が狭く未整備であり、
⽣産物の荷傷み等による品質低下
幹線⽤⽔路も⼀部漏⽔するなど⽼
朽化が進⾏

基盤整備・汎⽤化による新規作物の導⼊と農商⼯連携 【柳瀬地区（新富町）】2

○ 区画整理等の基盤整備により、担い手への農地集約化、施設園芸の団地化
○ いち早く農地中間管理事業に取り組んだことにより、更なる農地集約が進み、営農経費を軽減
○ 暗渠排水の整備により水田の汎用化が図られ、稲発酵粗飼料（WCS）作物の裏作として新たに

小麦を導入し、農商工連携を実現

区画整理、用排水路、農道整備 県営経営体育成基盤整備事業（Ｈ１０～１７）

暗渠排水による汎用化 農業基盤整備促進事業、農地耕作条件改善事業（Ｈ２４～２７）

狭隘な農道
（歩行者と車の離合の様子）

整備前の状況
ハウス（□：表示）も点在

基幹農道整備 県営農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業（Ｈ１０～１８）

開田以来の未整備地域

やなぜ

【耕畜連携】

取
組
後

暗渠排水による汎用化 農業基盤整備促進事業、農地耕作条件改善事業（Ｈ２４ ２７）

小麦の栽培など新たな営農を展開

【営農規模】５６．６ｈａ 【経営体数】６９経営体（うち担い⼿９経営体、１法⼈）
【作 ⽬】⽔稲、⼩⻨、飼料作物、きゅうり、ピーマンなど

【⼩⻨栽培と農商⼯連携】
○ うどんや中華麺等の原料として

「新富産⼩⻨」の作付⾯積を拡⼤
（新富町⼩⻨⽣産組合を通じて販売）

【ハウス（きゅうり、ピ－マン）の団地化】
○ ハウスの団地化により施設園芸の拡⼤
○ 新たにミニトマトの栽培を開始

(奥)畜産農家による飼料梱包状況
(手前)小麦作付け状況

飼料の供給
畜産
農家

耕種
農家

堆肥の供給
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ハウス面積推移

約３０％増加

(ha)
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開田以来の未整備地域のため、
営農に支障をきたしていた

きっかけ

○ ほ場整備により、区画を拡⼤し、⽤排⽔路や農道を整備
併せて基幹農道も整備され、⼤型機械の導⼊が可能に

○ 担い⼿への農地の集約とハウスの団地化

Step１ （H10 17）
基盤整備の実施

○ 暗渠排⽔の整備により、⽔⽥の汎⽤化が図られ、裏作物の作
付けが可能に

Step3 （H24 25）
暗渠排水整備による汎用化 ◆ 農地中間管理事業取り組み

Step4 （H25 ）

農事組合法⼈柳瀬アグリパラダイ
スが設⽴され、⼤型機械等の共同利
⽤により、効率化を図り営農経費を
軽減できました。

◆ 誰がどのように ･･･？

団地化されたハウス

ほ場は不整形で狭く、農道も狭隘で農作業の効率が悪い
地域でした。

○⽔稲の農作業受託を⾏う農事組合法⼈柳瀬アグリパラダイス
を設⽴

Step2 （H15 ）
農事組合法人を設立
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○県内加⼯業者との取引増加により作付けを拡⼤

Step6 （H26 ）
「新富産小麦」の作付けを拡大

 小麦生産が需要に追いついていないため、更なる作付面積の拡大を検討

 地域の活性化に向けて生産者や加工業者とともに、加工品の開発などの農商工連携を推進

将来に向けて

今後の展望

○ 更なる農地の集団化・集約化が図られ、更に汎⽤化のための
暗渠排⽔を追加整備

Step5 （H26 27）
農地中間管理事業の取り組みと暗渠排水の追加整備

(ha)

小麦作付面積の推移

○ 稲発酵粗飼料（WCS）作物の裏作として、新規作物である⼩
⻨の栽培を開始

「新富産小麦」の作付けを開始

※重点実施地区（柳瀬地区）エリア

農地中間管理事業により約９割の農地
を担い⼿に集積（29.8ha/32.0ha)

白色以外の着色部：
担い手（９経営体）

白 色：
担い手以外

（２８経営体）

（年産）
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取
組
前

●堤体の浸⾷による断⾯不⾜や漏⽔発⽣
●取⽔施設、洪⽔吐の断⾯不⾜
●下流域には農地、県道、宅地等があり、決壊時の被害の懸念

ため池整備による安全・安⼼な農村づくり 【馬越上・下地区（宮崎市）】
4

○ 老朽化したため池の改修により、地域住民の生命・財産を守り、安全・安心に生活できる農村
づくりの推進【防災対策】

○ ハザードマップの作成により、災害時の被害を軽減【減災対策】
○ 多面的機能支払制度を活用した維持管理体制の確立による防災機能の維持、良好な環境の形成

老朽化によりため池全体が危険な状態

断面不足の堤体

まごしうえした

想定される被害の割合

農作物
２１％

農地
２２％

農業施設
１５％

その他
３％

公共被害
３９％ 被害想定

２．２億円
想定被害
⽔ ⽥ １１.９ｈａ
その他 ２.６ｈａ等

出典：事業計画書

県道

馬越下池
馬越上池

取
組
内
容

取
組
後

防災重点ため池の改修 県営農村地域防災減災事業 （Ｈ２７ ）

適切な維持管理体制の確立 多⾯的機能⽀払制度 （Ｈ２１ ）

「防災対策」＋「減災対策」による安全・安心な農村づくり

【営農規模】１１.９ｈａ（⽔⽥）
【作 ⽬】⽔稲、マンゴー、きゅうりなど

【ため池整備による防災減災】
○ 豪⾬や地震に強いため池の改修整備
○ ハザードマップ作成・公表による防災意識の向上
→ ⽔⽥・ハウスへの安定的な⽤⽔の確保
【集落全体での農村環境保全活動への取組】
○ 多⾯的機能⽀払制度を活⽤した適切な維持管理体

制の確⽴
→ 雑草の除去、希少な浮葉植物の保護等良好な

環境の形成、維持

耐震調査・ハザードマップ作成 震災対策農業⽔利施設整備事業（Ｈ２５）

下流域に広がる水田・ハウス

活動組織による堤体の草刈り
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堤体の浸食・漏水による
大規模地震等への懸念

きっかけ

○ ⼀⻫点検により、ため池の現状を把握
○ ため池が決壊した場合の影響が⼤きい「防災重点ため池」

の耐震調査を実施、併せてハザードマップを作成
○ 耐震調査の結果、耐震不⾜が判明
→ ため池改修の事業化を検討

「防災減災対策」の取組
ため池の一斉点検・耐震調査の実施

Ｓｔｅｐ２ （Ｈ２５）

・堤体の断⾯不⾜や漏⽔、取⽔施設・洪⽔吐の断⾯不⾜が課
題となっています。

・下流域には農地、県道、宅地等があり、ため池決壊時に甚
⼤な被害の発⽣が懸念されています。

○ 「⽥島地区農地・⽔環境を守る会」を設⽴
→ 地域資源の保全管理を⽬的に東禅寺・鈴町⼟地改良区を中⼼
○に⾃治会、⼦供会を含む集落全体で活動

Ｓｔｅｐ１ （Ｈ２１ ）

多面的機能支払制度との連携 東⽇本⼤震災、頻発する集中豪
⾬によるため池決壊を受け住⺠の
不安が⾼まる中、市は、受益者協
⼒のもと施設の現状を把握し「防
災重点ため池」の耐震調査に着⼿
しました。

◆ 誰がどのように ･･･？

【ハザードマップ（馬越下池）】

⼤⾬洪⽔注意報、震度５弱以上の
地震が発⽣した場合は、ため池管理
者へ連絡し、ため池の巡回、異常の
有無の報告をしてもらっています。

○ 市のホームページでハザードマップを公表
→ 防災意識の向上を図るためハザードマップを地域住⺠に周知

 多面的機能支払制度を活用した、ため池を含む施設の維持管理、良好な環境の形成

 ハザードマップを活用した更なる防災意識の向上を図り、今後発生が懸念される南海トラフ巨大地震等
の大規模災害にも備える

将来に向けて

今後の展望

Ｓｔｅｐ３ （Ｈ２６ ）
防災減災意識の醸成

○ 豪⾬、地震に耐えうるため池改修事業への着⼿と早期完成
→ 安定的⽔の確保による農業⽣産の実現
→ 多⾯的機能⽀払制度を活⽤した、安全・安⼼な農村環境の

確⽴

防災減災対策への取組

Ｓｔｅｐ４ （Ｈ２７ ）

ガガブタ イトトリゲモ

希少植物である「ガガブタ」「イトトリ
ゲモ」の⽣息が確認されていることから、
⼯事に際しては環境に配慮しながら進めて
いきます。

◆ 情報連絡体制の整備
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取
組
前

取

○ 現道の幅員が狭くカーブも多く改修は困難
○ 農産物出荷や住⺠⽣活に⽀障

農道整備を契機とした都市農村交流の推進 【五ヶ瀬地区（五ヶ瀬町）】
5

○ 桑野内地区への国道２１８号からのアクセスが飛躍的に改善
○ 農道整備を契機に桑野内地区を拠点としたグリーン・ツーリズム基本構想を策定
○ 「夕日の里づくり推進会議」を設立し、体験交流ツアーや農家民泊等の取組を開始
○ 「五ヶ瀬ワイナリー」のオープンや「夕日の里フェスタ」の開催等により地域外からの

訪問者が増加

未整備の幹線道路

国道と地域をつなぐ農道の整備 県営ふるさと農道緊急整備事業（Ｈ５ １５）

夕日の里大橋

ごかせ

狭隘な県道

写真位置

取
組
内
容

取
組
後

国道と地域をつなぐ農道の整備 県営ふるさと農道緊急整備事業（Ｈ５ １５）

夕日の里づくり推進会議の設立（Ｈ８）

都市農村交流の拡大

【地域農業の発展】
○ 椎茸、お茶等の農産物輸送の合理化
○ 接続する県道との⼀体的な整備により、茶園から製茶⼯場ま

での輸送時間が短縮 → 五ヶ瀬釜いり茶の品質が向上
※Ｈ２６･２７に産地賞、Ｈ２８「農林⽔産⼤⾂賞」を受賞

○ 良質なぶどう栽培をしていた桑野内地区にワイナリーを建設
し、平成１２年度から計画的なぶどうの栽培がスタート
※ワイナリー建設前は綾町（綾ワイナリー）へ出荷
→ ぶどうの栽培⾯積 ９.2ｈａ（平成２８年度）

【都市農村交流（国内外交流）】
○ ⼣⽇の⾥づくり推進会議が中⼼となり都市農村交流を推進

→平成２７年の⼣⽇の⾥フェスタの来場者数
町内外から２,０００⼈

※Ｈ１８地域づくり総務⼤⾂賞(地域振興部⾨)を受賞

桑野内地区に広がる茶畑

夕日の里フェスタの様子

完成した夕日の里大橋

中⼭間地域等直接⽀払制度（Ｈ１２ ）
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取
組
前

取
組
内
容

集落営農と多面的機能支払制度の連携による地域づくり【庄手・梶木地区（日向市）】6

○ 高齢化の進行に対応するため、農作業受委託を進める集落営農組合を設立
○ 地域住民を巻き込んだ多面的機能支払制度の取組により遊休農地発生の抑制に寄与
○ 農事組合法人を担い手の核として、農地中間管理事業を活用した農地集積を実施

高齢化・担い手不足

集落営農組合の設立

多面的機能支払制度（Ｈ１９ ）

農事組合法人ひまわりの設立

非効率な営農状況

地域資源保全活動・交流活動 人・農地プランによる農地集積

農地中間管理事業（Ｈ２６）

○ 営農、維持管理活動の効率化、担い
手の育成等を目的に設立（Ｈ１９）

○ 幅広い事業展開、農地集積の受け皿
を目的に新たに設立（Ｈ２３）

発展

しょうでかじき

取
組
後

集落営農、多面的機能支払制度の連携による地域づくりの展開

【地域ビジョンの明確化】
○ 営農組合に各部会を設け、農用地利用、農作業受委託、地域
活動等についてそれぞれ検討

○ 地域ビジョンが人・農地プランに発展
○ 品種・作型の組合せで作期分散を図り、農業機械経費を縮減

【農地集積】
○ 農地中間管理事業を活用し、地区の約５割の農地を担い手
（農事組合法人を含む）に集積

多面的機能支払制度（Ｈ１９ ） 農地中間管理事業（Ｈ２６）

多面的機能支払制度
(庄手・梶木地区農地水環境部会)

【農家】集落営農組合
（庄手・梶木地区営農組合）

【地域資源の活用と生態系保全】
○ 遊休農地等を活用して市民農園を開設
○ ＮＰＯ法人や大学とコラボし、地元小学生を対象とした田植
えや稲刈り体験、生き物調査を通じた環境保全活動を実施

連
携

地域ぐるみの基礎的保全活動
（頭首工周辺の草刈作業）

集落営農組合がＪＡ全中地域営農ビ
ジョン「実践部門」の優秀賞を受賞

農村環境保全活動
（宮崎大学と連携した生き物調査）

【組合員数】７８名
【営農規模】４２ｈａ
【作目】水稲、野菜(ブロッコリー、カリフラワー等)

【非農家】

【構成員数】２０名
【構成団体】
自治会、子供会等



将来を懸念した集落のリーダーらを中
⼼に、関係機関（普及センター、ＪＡ
等）と連携し、問題解消に向けた検討が
進められました。

高齢化により、近い将来に地区内の農地を
維持しているかという不安が高まる

きっかけ 昭和６３年から平成7年にかけてほ場整備等
を実施し、⽔稲を中⼼とした農業が営まれてき
ました。

◆ 誰がどのように ･･･？

○ ⾼齢化による耕作放棄地の発⽣を未然に防ぐため、話し合い
活動を開始

Step１（H17 ）
地域での話し合い

ワクワクシリーズと銘打って、様々な
体験活動を毎年度開催しています。

⽔⽣⽣物調査では、宮崎⼤学とコラボ

◆ 地区住民を巻き込んでの活動

集落営農組合の部会に多⾯的機能⽀払
制度の専⾨部会を設け、施設や農地の維
持管理活動、地域の交流活動により遊休
農地の発⽣を抑制しています。

◆ 集落営農組合を支える
多面的機能支払制度の取組

○ 農⽤地利⽤調整部会、農作業受
託調整部会、地域⽣活部会、農
地⽔環境部会を設置

→ 各部会で検討し、理事会、運営
委員会で⽅針を決定

○ 多⾯的機能⽀払制度を活⽤し、
地域ぐるみで保全活動を実施

○ ⽥植えや稲刈り等の体験活動、
⽣き物調査を通じて⾷や農の重

多面的機能支払制度(庄手・梶木地区農地水環境部会)

Step２（H19）

集落営農組合の設立

 生涯現役で農業に従事できる、明るく活力のある農村地域の持続的な展開

 新規作物の導入や６次産業化による地域特産品やブランドの確立などに向けた取組の推進

将来に向けて

○ 幅広い事業の展開と農作業の受委託等による農地集積の受け
⽫として「農事組合法⼈ひまわり」を新たに設⽴

→ 地区の担い⼿として１７ｈａの農地を経営

Step３（H23）
農事組合法人の設立

○ ⼈・農地プランに基づき、担い⼿に約５割の農地を集積
→ 農地中間管理事業を活⽤し、担い⼿不⾜を解消

Step４（H26）
農地の集積

し、話し合い活動や調査結果の発表など
を⾏っています。

ワクワク田植え体験隊の様子 ワクワク水生生物調査の様子

遊休農地は、地域住
⺠が家庭菜園をできる
市⺠農園として有効活
⽤されています。

○ ⽶の６次産業化に向けた検討を開始
→ 地場産品を使⽤した加⼯品の検討や先進地視察を実施

Step５（H27 ）
新たなブランド化に向けた取組

今後の展望

要性を伝える活動を展開

遊休農地の有効活⽤

⽣産コストの縮減（農業機械の変化）

取組前 ２億６千万
取組後 ３千万
縮減額 △２億３千万

出典：集落営農アンケート結果、農事組合法⼈総会資料

トラクター 33台 1台
⽥植機 32台 1台
コンバイン 23台 2台
乾燥機 27台 6台

総
投
資
額

取組前 取組後
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ひなたのチカラ。

ひなた。それは漢字で書くと「日向」。

ふりかえれば、宮崎は神話の時代から

「日向」と称されてきた土地でした。

ひなたは、ゆったりした時間をつくる。

ひなたは、人柄をあたたかくする。

ひなたは、太陽の恵みで豊かな食を生み出す。

ひなたは、人々に希望と活力をもたらす。

いま、この国に必要なのは、

そんなひなたのチカラだと思う。

宮崎県農政水産部 農村計画課 0985-26-7125（直通）

〃 農村計画課 畑かん営農推進室 0985-26-7129（直通）

〃 農村整備課 0985-26-7143（直通）

中部農林振興局 農村計画課 国営・計画担当 0985-26-7282（直通）

南那珂農林振興局 農村整備課 計画担当 0987-23-4314（直通）

北諸県農林振興局 農村計画課 国営・計画担当 0986-23-4514（直通）

西諸県農林振興局 農村計画課 国営・計画担当 0984-23-4187（直通）

児湯農林振興局 農村計画課 国営・計画担当 0983-22-1367（直通）

東臼杵農林振興局 農村計画課 計画担当 0982-32-6137（直通）

西臼杵支庁 農政水産課 農村計画担当 0982-72-2108（直通）

◆ 問 合 せ 先 ◆

宮崎を、日本のひなたのような存在へ。

そう願う私たちの取り組みが始まります。




